
宛先 福岡働き方改革推進支援センター 行 ＦＡＸ：０９２－７３４－３６７０

事業主の皆さまへ

「働き方改革」の専門家を
無料で派遣します！

事業主団体等が会員企業等を対象
にセミナーを開催する場合は、専門
家を講師として派遣します！

社会保険労務士等の専門家が事業
所を５回まで訪問し、課題解決のた
めの改善提案を行います！

個別訪問による相談支援 セミナーへの講師派遣

ご相談やセミナーの内容

◇ 時間外労働の上限規制について
◇ 年５日の年次有給休暇の確実な取得について
◇ 正社員と非正規社員との不合理な待遇差の禁止について

◇ 働き方改革関連法全般について
◇ 人材確保に資する技術的な相談
◇ 賃金規定の整備・賃金引き上げに向けた環境整備
◇ 助成金について

ＦＡＸ申込書 必要事項をご記入いただき、下記ＦＡＸ番号にお送りください。

会社名 業 種

住 所

ＴＥ Ｌ 従業員数 人

担当者名（部署・役職を含む）

訪問支援を希望しますか？ □はい □いいえ



働き方改革関連法の重要改正項目

１ 時間外労働の上限規制（労働基準法）

原則 月４５時間 年３６０時間

＊臨時的な特別な事情がある場合でも
時間外労働 年７２０時間以内
時間外労働＋休日労働 月１００時間未満かつ２～６か月平均８０時間以内

施行日 平成３１年４月１日（中小企業は令和２年４月１日）

２ 年５日の年次有給休暇の確実な取得（労働基準法）

年次有給休暇が１０日以上付与されている労働者（管理監督者、有期雇用労働者

も含まれる）について、５日は取得時季を指定して年次有給休暇を取得させなけれ

ばなりません。

施行日 平成３１年４月１日（中小企業も同じ）

３ 正社員と非正規社員との不合理な待遇差の禁止

（パートタイム・有期雇用労働法）

同一企業で働く正社員と短時間労働者、有期雇用労働者との間で、基本給や賞与

などあらゆる待遇について不合理な差を設けることが禁止されます。

正社員と短時間労働者、有期雇用労働者の待遇に違いがある場合、その違いは働
き方や役割の違いに応じたものでなければなりません。

施行日 令和２年４月１日（中小企業は令和３年４月１日）

《問合せ先》

■労働基準法については
福岡労働局労働基準部監督課（０９２－４１１－４８６２）
または各労働基準監督署へ

■パートタイム・有期雇用労働法については
福岡労働局雇用環境・均等部指導課（０９２－４１１－４８９４）へ

福岡働き方改革推進支援センターは無料で
働き方改革に取り組む事業主の皆さまからの相談に応じます。

厚生労働省 福岡労働局


